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総合研究報告書の概要 

 

研究課題名：「労働者の治療過程における主治医と産業医等の連携強化の方策とその効果に関する調査研究」  

研究代表者：黒木 宣夫 

 

A 研究目的 

本研究は、①メンタルヘルス不調者の病状回復と安定就労に効果的な産業医と精神科主治医の連携のあり方に関

する研究（神山分担研究者）、②治療プログラム実施機関と主治医との連携-産業医等と主治医の連携に伴う治療効

果の指標に関する研究（五十嵐分担研究者）、③病院における治療と就労の連携（小山分担研究者）、④大中小企業

における産業医と主治医との連携と課題（廣分担研究者）、⑤医療と労働衛生の連動に関するフィールド調査（久保

分担研究者）、⑥総合病院における主治医と産業医との連携に関する調査（中嶋分担研究者）、⑦医療機関以外の施

設の治療プログラムにおける産業医等と主治医との連携を明確化することにより、精神疾患の再発予防、病状改善

の対策を検討（大西分担研究者）、⑧労災認定された精神医療の現状、実態を明らかにし、主治医と産業医の連携強

化の在り方を模索し、早期復職の手法確立を検討（黒木研究代表者）と８つの分担研究を実施した。 

B 研究方法と結果 

①メンタルヘルス不調者の病状回復と安定就労に効果的な産業医と精神科主治医の連携のあり方に（神山分担研究

者）関しては、26 年度は連携開始時点から調査時点までの経過期間は最長８年７カ月（2006 年 7 月）～最短 6 カ

月（2014 年 8 月）、職場と主治医の連携に積極的に取り組んでいる精神科医から提供された事例を分析した。27 年

度は、昨年度収集、分析した職場・産業医と主治医の連携事例 120 例について、引き続き、連携の取り組み過程、

連携前後の病状、就業状況をめぐるエピソード、連携過程に用いられた書面、診断書などを分析、効果的な連携を

達成するためのツール、留意点などを抽出、実証的検討を加えた。 

②治療プログラム実施機関と主治医との連携-産業医等と主治医の連携に伴う治療効果の指標に関する研究（五十嵐

分担研究者）では、治療機関で組織しているうつ病リワーク研究会で会員施設に対し毎年 10 月に実施している基

礎調査の中で連携と関連する項目について、平成 26 年度の調査データを基に現状を分析した。27 年度研究では連

携の実態調査として「治療機関と他院主治医との連携（研究 1）」と「治療機関と企業との連携（研究 2）」に関す

るアンケート調査を実施した。 

③病院における治療と就労の連携（小山分担研究者） 

26 年度（初年度）の当研究では，主治医と職域との情報共有を主とした連携が，寛解に至るまでの期間が 3 か月

以内の者は，長期例に比べ，医学所見のみならず，安全衛生要因と職域の懸念の回復・解決程度が有意に良好であ

ることが示された．この結果を踏まえて，27 年度は，支援を行った不調労働者計 53 名のアセスメント結果（n=47）

について解析し，寛解にいたるまでの期間と医学所見・安全衛生要因・生活状況および職域の懸念の回復・解決の

程度との相関性および早期に寛解に至った者とそうでない者の二群間における各アセスメント項目の有意差につい

て検討した． 

④大中小企業における産業医と主治医との連携と課題（廣分担研究者） 

26 年度研究は日本精神神経科診療所協会に所属している精神科医のうち、開業中でないことが確認できた者を除

く 1608 名を対象として、2015 年 2 月に郵送による無記名質問紙調査を実施した。27 年度は、メンタルヘルス不

調を有する労働者への支援に関する職場と精神科医（主治医）の連携において、前年度の調査で明らかにした職場

側の課題（望ましい対応）が、現状ではどの程度行われているか、またそれらがどの程度有効かを検討した。  

⑤医療と労働衛生の連動に関するフィールド調査（久保分担研究者） 



26 年度研究では、主治医による就業支援の実施状況及びその効果について、２つのフィールド調査を計画し実施

した。Ａ）主治医と産業医の連携効果に関する実態調査（インターネット調査）Ｂ）休職期間と医療費等の関連に

関する調査（医療レセプト調査）を実施した。27 年度は、医療と労働衛生の連携効果の検証を目的として２つのフ

ィールド調査を実施した。 

⑥総合病院における主治医と産業医との連携に関する調査（中嶋分担研究者） 

 26 年度研究はがん患者の就労支援における主治医と産業医等の産業保健スタッフとの連携の一事例の質的分析

により、連携の必要性と需要、必要な連携のあり方を抽出した。27 年度は 26 年度研究結果を踏まえ、がん患者の

就労支援に関わる主治医と産業医等の連携の事例の質的分析から、情報共有と共通の目的の共有が労働者のレジリ

エンス強化、就労支援に対する効果があるかを検討し（研究１）、主治医と産業医等の連携強化により休職期間が短

縮されるか検討した。（研究２） 

⑦医療機関以外の施設の治療プログラムにおける産業医等と主治医との連携を明確化することにより、精神疾患の

再発予防、病状改善の対策を検討する。（大西分担研究者） 

26 年度は地域障害者職業センター52 施設、精神保健福祉センター69 施設、ハローワーク障害者専門援助部門 99

施設を対象にとし精神疾患の再発予防、病状改善の対策調査を実施した。27 年度においては、全国の就労移行支援

施設 515 施設を抽出し、就労移行支援プログラム実施に際しての関係機関との連携についてアンケート調査を実施

(2015 年 10 月 1 日～31 日)した。その結果、192 施設（回収率 37.3％）から回答が得られ、有効回答 171 施設を対

象に分析を行なった。 

⑧労災認定された精神医療の現状、実態を明らかにし、主治医と産業医の連携強化の在り方を模索し、早期復職

の手法確立を検討（黒木研究代表者） 

26 年度研究は、全国の大学病院精神科(129)、労災病院 ､労災病院精神科(23)、平成 25 年度に労災認定件数が 10

件以上決定された都道府県に存在する精神科診療所の責任者（1,608）、合計 1760 名に精神障害の労災認定に関す

るアンケート調査＜回収数 360 施設(回答率：20.5%)を実施した。27 年度は、27 年 8 月に都道府県労働局労働基準

部労災補償課長宛てに業務に関連した精神科医療の現状と早期復職に関する調査票を郵送し、同年 10 月中旬まで

に全都道府県労働局から 100％回収した。 

C 結論と今後の展望 

①～⑧までの分担研究を総合すると、連携の効果判定には 1 年のフォローでは必ずしも十分でなく、究極の課題

は安定就労と病状の安定化の実現である。不安定就労で休業を繰り返していた事例が、医療連携を契機に安定就労

へと変わったことが報告された。26 年度調査研究結果から、労働者の治療過程における、主治医と産業医等の連携

が必ずしもスムーズに行われていない現状が明らかになった。27 年度研究では、病態を見極める治療戦略的スキル

を備えた精神科産業医が病状改善、安定就労へ導く契機となりうること、連携を適切に行うには治療機関側に担当

者(リワークコーディネーター)を置くことが効果的と考えられること、寛解までの期間と「連携情報」の回復・解

決との相関が示されたことは重要であり、寛解までの期間と「連携情報」の回復・解決程度は有意に相関し，主治

医と職域間の連携は治療効果と関連すること、職場と主治医との連携における職場側の重要項目、総合病院におけ

る主治医と産業医との間で協働・積極的な情報共有の姿勢が必要であること、就労移行支援施設、就業生活支援セ

ンター、ハローワークと主治医との連携、精神疾患を有する労災患者の職場復帰や就労支援に関する医療機関、行

政、事業所の連携の必要性が重要であることが強調された。精神科主治医と産業医との連携効果のために、文書を

作成し主治医と産業医との情報のやり取り、産業医、人事担当者、産業保健スタッフと主治医との診察・面談によ

る連携、ならびに関係者のケース会議を開催し、多くの時間を費やしながらほぼ無報酬で行われている実態が明ら

かになったが、勤労者医療を推進していくためにも、診療報酬面での早急な改定が急務であることは言うまでもな

い。 


